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はじめに 

 ＰＦＩ（ Private Finance Initiative ）は、1990 年代前半にイギリスで導入され

た手法で、公共施設等の建設、維持管理、運営等を、民間事業者の資金、経営ノウハウ

及び技術的能力を活用し、より効率的、効果的に行おうとする新しい手法です。 

 国においては、平成１１年７月に「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促

進に関する法律」（ＰＦＩ法）の成立を受け、平成１２年３月に「基本方針」を策定し、

ＰＦＩ事業を進めるにあたっての基本的考え方やその具体的な実施にあたっての留意

事項を示しました。さらに、事業を実施するうえでの実務上の指針として、「ＰＦＩ事

業実施プロセスに関するガイドライン」、「ＰＦＩ事業におけるリスク分担等に関するガ

イドライン」、「ＶＦＭ ( Value For Money )に関するガイドライン」、「契約に関するガ

イドライン」、「モニタリングに関するガイドライン」、「公共施設等運営権及び公共施設

等運営事業に関するガイドライン」の６つのガイドラインが示されました。 

 平成２７年１２月には、「経済財政運営と改革の基本方針 2015」を受け、「多様なＰ

ＰＰ／ＰＦＩ手法導入を優先的に検討するための指針」が決定され、人口２０万人以上

の地方公共団体等に対して優先的検討規程を定めるよう要請がされました。さらに、平

成２８年５月には「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」が策定され、具体的施策が

示されたところです。 

 本市においては、「行財政改革大綱」の中で、これまで行政が直接担ってきた分野に

ついても、ＰＰＰ（Public Private Partnership＝公民連携）の考えに基づき、効率

性・効果性を考慮しながら、行政責任の確保と行政サービスの維持向上等が図られるも

のについては、民間活力導入の推進が掲げられています。また、平成２９年４月には、

国の要請を受けて「一宮市ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討指針」を策定し、一定の

基準を満たす公共施設等の整備等を行う際には、早い段階からＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導

入を優先的に検討することとしました。 

 この一宮市ＰＦＩ活用ガイドラインは、公共施設等の整備手法としてＰＦＩを活用し

ていくうえでの、基本的な考え方や実施手順・留意事項等を示したものです。 

 本ガイドラインについては、法制度の改正や今後の経験・状況等踏まえ、必要な見直

しを適宜行っていきます。 
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第１章 ＰＦＩの概要 

１．ＰＦＩとは 

 ＰＦＩ(Private Finance Initiative：プライベート・ファイナンス・イニシアティ

ブ)とは、これまでの行政主導による公共事業と違い、民間の資金と経営ノウハウ・技

術力を活用し、公共施設等の設計・建設や維持管理・運営を行う公共事業の新しい手法

です。 

 このＰＦＩは、1990 年代前半にイギリスで生まれた手法で、官民が協同して、効率

的かつ効果的に質の高い公共サービス提供を実現するというＰＰＰ(Public Private 

Partnership：パブリック・プライベート・パートナーシップ)の概念から来るもので、

ＰＦＩはその手法の１つです。 

 

（１）ＰＦＩ事業の対象となる公共施設等 

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（以下、「ＰＦ

Ｉ法」という。）第２条第１項各号に掲げられた施設（設備を含む。）です。 

  ①公 共 施 設…道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、水道、下水道、 

工業用水道など 

  ②公 用 施 設…庁舎、宿舎など 

  ③公益的施設…公営住宅及び教育文化施設、廃棄物処理施設、医療施設、 

         社会福祉施設、更生保護施設、駐車場、地下街など 

  ④その他施設…情報通信施設、熱供給施設、新エネルギー施設、リサイクル施設 

         (廃棄物処理施設を除く)、観光施設及び研究施設など 

 

２．ＰＦＩの性格 

 ＰＦＩの基本理念や期待される成果を実現するため、「基本方針」おいて、ＰＦＩ事

業は次のような性格を持つことが求められます。 

 

（１）ＰＦＩ事業の原則 

  ①公共性の原則 

   公共性のある事業であること 

  ②民間経営資源活用の原則 

   民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用すること 

  ③効率性の原則 

   民間事業者の自主性と創意工夫を尊重することにより、効率的かつ効果的に実施

すること 

  ④公平性の原則 

   特定事業の選定及び民間事業者の選定においては、公平性が担保されること 



 - 2 - 

  ⑤透明性の原則 

   特定事業の発案から終結に至る全過程を通じて透明性が確保されること 

 

（２）ＰＦＩ事業の主義 

  ①客観主義 

   事業の実施にあたっては、各段階での評価決定についての客観性があること 

  ②契約主義 

   公共施設等の管理者等と選定事業者との間の合意について、明文により、当事者

の役割及び責任分担等の契約内容を明確にすること 

  ③独立主義 

   事業を担う企業体の法人格上の独立性又は事業部門の区分経理上の独立性が確

保されること 

 

３．ＰＦＩの特徴 

（１）民間の資金とノウハウ（経営上のノウハウ及び技術的能力）の活用 

  ①ＰＦＩ事業者による設計、建設、維持管理、運営の一体的取り扱い 

    従来の公共工事では、設計、建設、維持管理、運営について、それぞれを公共

の責任で行っていましたが、ＰＦＩではそれを民間事業者に一括して任せること

でどのような設計にすれば将来の維持管理や経営のコストの削減が図れるかな

どの観点で、民間のノウハウが活かされることとなります。 

 

  ②性能発注 

    従来の公共工事では、詳細に施設の構造や資材などを定めた仕様書による仕様

発注が行われていました。 

ＰＦＩでは、構造物、建築資材などの具体的な仕様の特定については必要最低

限とし、公共が最終的に求める公共サービスの内容・水準を示すことにとどめる

性能発注を行います。 

ＰＦＩ事業者は、構造や資材、運営方法などについて、求められる水準の中で

自由な提案をすることができ、公共サービスの向上や一層の事業費の削減に向け

た民間事業者のノウハウを活かせることになります。 

 

  ③公共サービス提供実績に応じた支払い 

    ＰＦＩ事業者には、設定された公共サービス水準を達成することが求められ、

公共側は契約期間中その実績をチェックし、サービス水準の達成度に応じた支払

いをするのが一般的です。 

仮にその実績が定められたサービス水準を下回った場合、公共からＰＦＩ事業

者への支払額の減額が可能とされ、一方、定められたサービス水準を上回った場
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合には追加的な支払いができるとする事例もあります。 

これらのことより、ＰＦＩ事業者は、要求された公共サービス水準の確保、さ

らにはより高い水準のサービス提供に向けて、これまで蓄積してきた民間のノウ

ハウを活かせるように努めます。 

 

（２）ＶＦＭ (Value For Money：バリュー・フォー・マネー)の達成 

  ＶＦＭとはＰＦＩにおける最も重要な概念のひとつで、公的資金がいかに効率的か

つ効果的に運用されているかの尺度であり、ＰＦＩを実施するかどうかの判断基準と

なります。 

ＰＦＩ事業におけるＶＦＭの達成は、「同じサービス水準であれば、より低いコス

トで提供する。」又は「同じコストであれば、より質の高いサービスを提供する。」こ

とで、このふたつの視点から検討をします。このことから、ＰＦＩ事業による公共施

設等の整備が、従来型の公共事業に比較して優れている（ＶＦＭの達成) のであれば、

ＰＦＩの手法で実施することになります。 

  ＶＦＭの評価は、事業期間全体を通じてその検討を行うことになります。このこと

から、従来の方式で公共事業を実施した場合の事業期間全体の総事業費(ＰＳＣ)(注

１)と、ＰＦＩ手法を導入した場合の事業期間全体のＰＦＩ事業者への総事業費(ＬＣ

Ｃ)(注２)を比較することになります。なお、ＶＦＭの算出にあたっては、国の「ＶＦ

Ｍに関するガイドライン」を参考にするとともに、ＰＳＣとＬＣＣを現在価値に換算

したうえで、比較することになります。 

  ＶＦＭは、ＰＦＩで一連の手続きにおけるうちの「特定事業の評価・選定、公表」

の段階で公表されるもので、一般的には以下のような数式により％で表示されます。 

 

              ＰＳＣ―ＬＣＣ 

     ＶＦＭ（％）＝           ×１００ 

                ＰＳＣ  

 

（注１）ＰＳＣ（Public Sector Comparator：パブリック・セクター・コンパレーター) 

    公共が従来どおり直営で公共施設を整備した場合の、設計、建設、維持管理、

運営などのすべての段階の費用を合わせた総事業費のことで、ＬＣＣと比較する

ために算出するものです。 

（注２）ＬＣＣ（Life Cycle Cost：ライフ・サイクル・コスト） 

    ＰＦＩを導入して、仮に公共施設の設計、建設、維持管理、運営などを一体的

に公共からＰＦＩ事業者に委ねる場合に、設計、建設、維持管理・運営などすべ

ての段階の費用を合わせた総事業費のことで、ＰＦＩを導入した場合の公共から

ＰＦＩ事業者への負担見込み額となります。 
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ＶＦＭ（ＰＳＣとＬＣＣの比較） 

 

 

 

 

                           達成されるＶＦＭ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      従来型公共事業           ＰＦＩ事業 

       （ＰＳＣ）            （ＬＣＣ） 

 

 

(１) ＰＳＣ ＞ ＰＦＩのＬＣＣ ⇒ ＶＦＭ達成 ⇒ ＰＦＩ導入可能性あり 

 

(２) ＰＳＣ ≦ ＰＦＩのＬＣＣ ⇒ ＶＦＭなし ⇒ ＰＦＩ以外の検討等 

 

  ただし、(２)の場合ＶＦＭは達成しないが、ＰＦＩ事業で公共サービス水準の向上

が期待できればＶＦＭが達成されることになります（公共サービス水準の向上が何ら

かの方法で定量化できることが前提）。 

 

 

リスク対応費 

支 払 利 息  

維 持 管 理  

運 営 費 

設   計 

建 設 費 

税金・配当等 

リスク対応費 

支 払 利 息  

維 持 管 理  

運 営 費 

設   計 

建 設 費 
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（３）リスク分担 

  リスクとは、事故や需要の変動、物価や金利の変動、測量や調査のミスによる計画

や仕様の変更、工事の遅延などによる工事費の増大、関係法令や税制の変更など予測

できない事態により損失が発生する恐れのことをいいます。 

  従来の手法では、リスクは基本的に公共側が負担し、不確定性の高いリスクについ

ては、発生時に契約担当者間で協議するという形態が一般でした。 

  ＰＦＩでは、従来公共側が負担していたリスクのうち、民間のリスク管理能力が活

かせる部分は民間に任せることにより、事業全体のリスク管理能力を高め、損失の回

避と行政の支出削減を図ります。 

  行政と民間のリスク分担については、契約で明確に定め、両者がそれぞれの役割を

果たすことを義務づけることとなります。 

  なお、天災・暴動などによるリスクのように、両者が負担する場合もあります。 

（リスク分担の例は、次ページにあります。） 

 

（４）長期契約 

  公共が直接公共施設を建設、維持管理・運営を行う従来式の場合、公共と民間との

契約の多くは単年度ごとに結ばれてきましたが、ＰＦＩ事業を国が行った場合、ＰＦ

Ｉ法により３０年度以内の長期の契約期間が想定されています。(地方公共団体には、

契約期間の上限の定めはありません。) 

  これは、ＰＦＩを導入する場合、公共施設の設計や建設だけでなく、維持管理や運

営まで幅広く民間事業者に任せることが多いと考えられるため、それに対応できるよ

う長い契約期間が想定されているもので、これまでの事例においては、１５年～３０

年程度の期間が多くなっています。 
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リスク分担の例 

 

段 階 リ ス ク 項 目 概        要 公 民 

共  通 制度・法令変更 関係法令・許認可・税制制度などの変更にか

かるリスク 
○ 

 

物価変動 インフレ／デフレにかかる費用増大リスク  ○ 

金利変動 金利の上昇に伴う資金調達コスト増大リスク  ○ 

住民合意 住民反対運動、訴訟に伴う計画遅延・仕様ア

ップ・事業停止によるコスト増大リスク 
○ 

 

環境問題 公害など、環境問題の発生に伴うコスト増大

リスク 
○ ○ 

不可抗力 工事中・運営中の震災、不可抗力の大災害の

リスク 
○ ○ 

計画段階 測量・調査 地形・地質など現地調査の不備に伴う計画・

仕様変更によるコスト増大リスク 
○ 

 

設計変更・遅延 設計ミス、環境影響調査、公聴会による計画

変更、遅れによるコスト増大リスク 
○ ○ 

資金調達 必要な資金確保にかかるリスク  ○ 

住民説明 住民説明による事業延長コスト増大リスク ○  

建設段階 施設損傷 事故・災害などによる修復などにかかるコス

ト増大リスク 

 
○ 

工事遅延 資材調達、工程管理などの問題による工事遅

延によるコスト増大リスク 

 
○ 

費用超過 工事費の見積不足による工事費などのコスト

増大リスク 

 
○ 

運営段階 供給 競合施設の建設や利用者減少などにより、収

益が確保されないリスク 
○ ○ 

性能 施設が発注仕様書に規定する仕様、性能など

に不適合で、改修が必要となった場合のコス

ト増大リスク 

 

○ 

価格 収入が劣化するリスク  ○ 

運営 設備機器の運営基準・維持管理基準未達、 

施設の質的基準未達、運営不備、 

運営維持管理コスト増大、運営中止リスク 

 

○ 

施設損傷 事故・災害などによる修復などにかかるコス

ト増大リスク 

 
○ 
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４．ＰＦＩの仕組み 

 ＰＦＩ手法の仕組みとしては、公共と、契約に基づき公共サービスを提供するＰＦＩ

事業者、ＰＦＩ事業者に資金を融資する金融機関や、これらに技術的・法制的な助言を

行うアドバイザー(コンサルタント)、リスクを補完する保険会社、設計及び管理運営会

社などから構成される形態が一般的です。 

 ＰＦＩ事業は、サービスを提供する施設の設計、建設をはじめ、事業の運営や施設の

維持管理までを含んでいるため、通常、ＰＦＩ事業に応募しようとする企業は、複数の

異業種企業などとコンソーシアム(企業連合)を組みます。コンソーシアムに参加する企

業は、それぞれが出資してＰＦＩ事業を実施するための｢特別目的会社｣(ＳＰＣ：

Special Purpose Company)を設立し、親会社から独立してＰＦＩ事業を実施することに

なります。 

 このＳＰＣは、事業に必要な資金をプロジェクト・ファイナンスという借入れ方法で

調達し、コンソーシアムに参加している企業と工事請負契約や管理運営委託契約などの

個々の契約を結び、ＰＦＩ事業を実施します。また、必要に応じ、事業のリスクをカバ

ーするため、保険会社と保険契約をする場合もあります。 

ＰＦＩ事業の基本的な仕組みは、以下のとおりです。 

 

 

   ＤＡ(注３)        公  共    助言  アドバイザー  

 (融資者直接契約) 

    

                   ＰＦＩ契約 

金融機関  融資契約      

                         出資   出資者 

               ＰＦＩ事業者         設計・建設会社 

       保険契約     (ＳＰＣ)     配当   維持管理会社 

                              運営会社 

保険会社 

   

   設計・建設契約     維持管 理契約      運営契約 

  

 

    設計・建設会社    維持管理会社    運 営 会 社   

 

               コンソーシアム 
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(注３) ＤＡ（Direct Agreement：融資者直接契約） 

   公共とＰＦＩ事業者に資金を融資する金融機関との間で直接結ばれる契約で、 

安定的に行政サービスを供給するために結ばれます。 

 

 

５．ＰＦＩ導入により期待される効果 

（１）低廉かつ良質な公共サービスの提供 

  民間業者の資金、経営能力及び技術的能力を活用して、設計、建設、維持管理・運

営の全部又は一部が一体的に行われること、官民それぞれのリスクの適切な分担によ

り、事業全体のリスク管理が効率的に行われることなどから、事業計画全体を通じて

コストの削減と低廉かつ良質な公共サービスの提供が期待されます。 

 

（２）財政負担の平準化 

   ＰＦＩ事業における財政支出は、当該事業の契約期間全体にわたってサービスの対

価として支払うことから、公共の財政負担が平準化されます。 

 

（３）官民の適切な役割分担に基づく新たなパートナーシップの形成 

  公共施設などの整備などに関する事業を可能な限り民間事業者に委ねることによ

って、官民の適切な役割分担に基づく新たなパートナーシップの形成が期待されます。 

 

（４）民間の事業機会を創出することによる経済の活性化 

  従来、公共が行ってきた公共施設等の整備などを民間事業者に委ねることから、民

間に対して新たな事業機会をもたらす効果があります。また、他の収益事業と組み合

わせることにより、さらに事業機会が生み出されるなど、経済の活性化に資する効果

が期待されます。 
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６．ＰＦＩの事業形態 

 ＰＦＩ事業形態は、公共とＰＦＩ事業者と利用者の関係に着目すると、以下の３つの

形態に区分できます。この３つの形態は基本的なものであり、実際の事業実施にあたっ

ては、法制度や採算性など踏まえ、最も効率的かつ効果的な事業形態を構築する必要が

あります。 

 

（１）サービス購入型 

  ＰＦＩ事業者が公共施設の設計、建設、維持管理・運営等を行い、公共からサービ

ス提供の対価として支払われる料金で事業のコストを回収する。この形態がＰＦＩの

主流となっている。 

 

          料金支払い          サービス提供 

   公  共          ＰＦＩ事業者         利 用 者   

  

 

 

（２）ジョイント・ベンチャー型 

   官民双方の資金を用いて公共施設の設計、建設、維持管理・運営等を行い、ＰＦＩ

事業者は、公共から補助金等と利用者から利用料金を徴収して事業コストを回収する。 

 

          補助金等           サービス提供 

   公  共          ＰＦＩ事業者         利 用 者   

                         料金支払い 

 

 

（３）独立採算型 

  公共から契約等に基づき事業許可を受けたＰＦＩ事業者が、公共施設の設計、建設、

維持管理・運営等を行い、利用者から利用料金を徴収して事業コストを回収する。 

 

          事業許可等          サービス提供 

   公  共          ＰＦＩ事業者         利 用 者   

          許可申請等          料金支払い 
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７．ＰＦＩの事業方式 

 ＰＦＩの事業方式には、設計、建設、維持管理及び運営の事業推進における公共とＰ

ＦＩ事業者との関係に着目した分類として、以下のようなものがあります。事業の際に

は、リスク管理、補助制度、公物管理制度など様々な観点から検討し、最適な事業方式

を選択します。 

（１）公共施設等の建設・改修、維持管理・運営等を行う事業方式 

事 業 方 式 概          要 

ＢＯＴ 

(Build Operate Transfer) 

 ＰＦＩ事業者が自ら資金を調達し、施設等を建設

(Build)し、事業契約期間にわたって維持管理・運営

(Operate)を行い、建設資金等を回収した後に公共に

施設を移転(Transfer)する。 

ＢＴＯ 

(Build Transfer Operate) 

 ＰＦＩ事業者が自ら資金を調達し、施設等を建設

(Build)し、施設の所有権を公共に移転 (Transfer)

した後に事業契約期間にわたって、維持管理・運営

(Operate)を行い、建設資金等を回収する。 

ＢＯＯ 

(Build Own Operate) 

 ＰＦＩ事業者が自ら資金を調達し、施設等を建設

(Build)し、事業契約期間にわたって維持管理・運営

(Operate)を行い、建設資金等を回収するが、施設の

所有権を最終的に公共に移転しない(Own)。 

ＲＯ 

(Rehabilitate Operate) 

ＰＦＩ事業者が自ら資金を調達し、公共が所有す

る施設等を改修(Rehabilitate)し、管理・運営

(Operate)を行う。 

ＤＢＯ 

(Design Build Operate) 

 公共が施設の所有、資金の調達を行い、ＰＦＩ事

業者が設計(Design)・建設(Build)・運営(Operate)

を行う。 

※一宮市は、ＤＢＯ方式においてもＰＦＩ法に則った手続きを進め、事業の公平性と透

明性を高めていきます。 

 

（２）公共施設等の維持管理・運営等を行う事業方式 

事 業 方 式 概          要 

公共施設等運営事業 

（コンセッション） 

 利用料金を徴収する公共施設等について、公共が

所有権を有したまま、ＰＦＩ事業者が運営権を取得

し、維持管理・運営等を行う。 

 

 

 

 



 - 11 - 

８．ＰＦＩ事業の導入フロー 

 ＰＦＩ事業は、一般的に次の７つのステップにより実施することとしています。これ

らは客観性・透明性の確保を目的として定められたものであり、基本的にはこの手順に

より事務を進めます。 

一方で、迅速性・効率性・事務負担軽減等の観点から、各ステップにおいて可能な限

り手続の簡易化を図ることも重要です。22 ページ「ＰＦＩ事業実施プロセスの簡易化

について」を併せて参照してください。 

 

ステップ１  

事業の発案 

 

1. 簡易評価について 

2. 事業担当課からの事業の発案 

3. 民間事業者からの事業の発案 

4. 導入可能性調査実施の検討 

5. 幹部会議の開催 

6. 導入可能性調査 

7. ＰＦＩ導入事業の決定 

 

ステップ２  

実施方針の策定 

及び公表 

1. ＰＦＩ事業審査委員会の発足 

2. 実施方針の策定 

3. 実施方針の公表及び説明会の開催 

4. 実施方針策定・公表の留意事項 

 

ステップ３  

特定事業の評価 

・選定、公表 

    

1. 特定事業の評価・選定 

2. 選定結果の公表 

 

 

 

 

 想定される公共施設などの整備などの事業

で、ＰＦＩ事業として実施するかどうかに

ついて検討します。 

 事業の内容、民間事業者の募集や選定方法、

官民の役割分担などを明らかにした実施方

針を策定し公表します。 

 民間事業者からの意見も踏まえ、ＶＦＭ評

価を行った結果、ＰＦＩで実施することが

適切と認められる場合、特定事業の選定を

行い公表します。 
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ステップ４  

民間事業者の募集、 

評価・選定、公表 

1. 事業者募集・選定の考え方 

2. 債務負担行為の設定 

3. 起債制限比率との関係 

4. 民間事業者の募集 

5. 民間事業者からの提出書類の受付 

6. 事業者の選定 

7. 選定結果の公表 

8. 特定事業の選定の取り消し 

 

ステップ５   

契約等の締結等 

 

 

1. 基本協定の締結 

2. 契約交渉 

3. 仮契約の締結、議会の議決 

4. 契約の締結、公表 

5. ダイレクト・アグリーメント（直接契約） 

 

ステップ６  

事業の実施、 

事業の監視 

1. 事業段階におけるモニタリング方法 

2. 事業実施期間中にリスクが顕在化した場合の対

応 

 

ステップ７  

事業の終了 

 

 

 

 

 

 競争性、手続きの透明性、事業者選定にお

ける評価基準の客観性を確保しながら、Ｐ

ＦＩ事業者を決定し公表します。 

 官民の責任とリスク分担、事業終了時の取

り扱いなどの権利義務、市の関与の仕方な

どを具体的かつ明確に取り決め、契約を結

びます。 

 ＰＦＩ事業者は契約に基づき事業を行い、

市は事業が適正に実施されているかどうか

を監視します。 

 契約で定められた事業の終了時期にＰＦＩ

事業の会社は解散し、建物などの資産は契

約に則した措置を行います。 
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公共施設等運営権（コンセッション）方式の導入フロー 

 

①事業の発案 

 

②実施方針に関する条例の制定 

民間事業者の選定の手続、公共施設等運営権者が行う公共施設等の運営等の基準及び

業務の範囲、利用料金に関する事項その他必要な事項を条例で規定します（ＰＦＩ法（以

下、本フローにおいて「法」という。）第 18 条）。 

 

③実施方針の策定、公表 

法第 5 条で定めるもののほか、運営権設定、存続期間、利用料金などについても定め

る必要があります（法第 17 条）。 

 

④特定事業の評価・選定、公表 

 

⑤民間事業者の募集、評価・選定、公表 

 

⑥運営権設定の議会の議決 

運営権の設定にあたり、あらかじめ議会の議決が必要です（法第 19 条第 4 項）。 

 

⑦運営権の設定、公表 

運営権を設定し、公表しなければなりません（法第 19 条）。 

 

⑧実施契約の締結、公表 

事業開始前に公共施設等運営権実施契約を締結しなければなりません（法第 22 条）。 

 

⑨運営権の登録、利用料金の届出 

 公共施設等運営権者は、事業開始までに公共施設等の管理者等への利用料金の届出が

必要です（法第 23 条第 2 項）。 

 

⑩事業の開始、届出 

 公共施設等運営権者は、公共施設等の管理者等に対し事業を開始した旨の届出が必要

です（法第 21 条第 3 項）。 

 

⑪事業の実施、監視 

 

⑫事業の終了 
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第２章 一宮市におけるＰＦＩ導入の基本方針 

１． 一宮市におけるＰＦＩの導入方針 

我が国の経済は緩やかに回復しているものの、中小・零細企業は依然厳しい状況が続い

ており、本市の財政状況も自主財源の根幹をなす市税の伸びは期待できず、一方、扶助費

などの義務的経費、災害対策費などの経費は年々増加しており、大変厳しいものになって

います。 

こうした中、多岐多様化する住民ニーズに応えるためには、本来、行政の責任において

行うべき事務や事業であっても、公共サービスの向上やコストの縮減などが図られ、よ

り効果的・効率的な業務の執行が期待できるものについて、民間企業で活用されている

経営理念や手法を可能な限り公的部門へ適用するなど、様々な手法の中から最適な方法

を選択して導入していかなければなりません。 

そこで、その手法の１つとして本市はＰＦＩの導入を積極的に検討していきます。 

 

２． ＰＦＩ導入の視点 

（１） 事業着手まで時間的な余裕があること 

  ＰＦＩ事業は、着手までに従来型事業方式よりも時間がかかるため、導入可能性

調査から事業者の選定を経て事業者と契約を締結するまで、最低でも１年以上は必

要となります。 

  拙速な事業スケジュールで事業を進めた場合、導入可能性や事業スキームを見誤

る、事業者公募の際に民間事業者の意見を反映できない、応募がない、というよう

な事業の根幹や成否に関わるため、余裕を持ったスケジュールが望ましいとされて

います。 

 

（２） 民間による事業実施に制度的な障壁がないこと 

  民間事業者が、施設の整備や運営・維持管理を行うことについて、法令や条例、

補助制度、税制度などに障害がないことが必要です。 

 

（３） 民間事業者ノウハウが活用できること 

  民間に同種・類似の業務があり、設計から建設、維持管理・運営など事業終了ま

での段階で、民間事業者の経験やノウハウが活用できる可能性があることが必要で

す。 

 

（４）ある程度の事業規模を有していること 

ＰＦＩでは従来の手法と比べ、手続きに多くの労力や経費などが必要になるほか、

民間事業者の資金調達コストにより事業費が増加します。そのため、費用対効果の

面からある程度の事業規模を有していることが必要です。当市においては、事業費
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の総額が 10 億円以上の事業とします。 

 

（５）長期にわたり安定して継続される事業であること 

  ＰＦＩは一般的に長期にわたる事業であることから、事業内容が頻繁に変更され、

その都度契約変更が必要となるものは適しません。 

 

（６）ＶＦＭが見込まれること 

  従来手法で事業を実施した場合の総経費（ＰＳＣ）よりも、ＰＦＩを導入した場

合の総経費（ＬＣＣ）の方が下回り、ＶＦＭが見込まれることが必要です。 

 

３． 一宮市におけるＰＦＩ推進体制 

 本市におけるＰＦＩ事業は、事業担当課が中心となり「ＰＦＩ導入検討委員会」、「Ｐ

ＦＩ事業審査委員会」、「外部アドバイザー」、「ＰＦＩ事務局」と連携し検討を経て、「幹

部会議」の決定を受けて進めていきます。 

各組織の所掌事項等は、次のとおりです。 

 （１）事業担当課 

   ＰＦＩ導入の検討と具体的な事業の実施は、ＰＦＩ事務局と調整しながら事業担

当課が中心となって進めます。 

   事業担当課は、「ＰＦＩ事業審査委員会」の事務局を担います。 

 

 （２）ＰＦＩ事務局 

   事務局は、財務部財政課が担当するものとし、ＰＦＩに関するノウハウを先導的

に取得し、幅広く発信します。 

   事務局は、政策課や行政課等関係部局に協力依頼を要請するなど、導入に関する

調整役を担います。主な所掌事項は次のとおりです。 

● ＰＦＩ事業実施支援 

● 一宮市ＰＦＩガイドラインの改正等 

● 事業担当課への助言、支援等 

● ＰＦＩ導入検討委員会の事務局 

● ＰＦＩ導入検討事業を抽出し、事業担当課への検討要請 

● その他ＰＦＩに関すること 
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《推進体制のスキーム》 

 

 （３）ＰＦＩ導入検討委員会 

   事業担当課から提出された資料をもとに、アドバイザーを活用したＰＦＩ導入可

能性調査を行うかどうかを検討します。検討の結果、ＰＦＩに適さないと判定した

場合には、他の事業手法の選択又は従来型の事業手法によるかどうかの方向性を示

し、事業担当課に回答します。 

   ＰＦＩ導入検討委員会は、幹部会議においてＰＦＩ導入の方針が決定されたとき

は、引き続き当該ＰＦＩ事業の推進に向けて、事業担当課からの依頼に基づき必要

な検討を行います。 

 

 

 

幹部会議 

ＰＦＩ 

事業審査 

委員会 

 

外 部 

アドバイザー 

 

 

ＰＦＩ 

事務局 

 

ＰＦＩ 

導入検討 

委員会 

 

事業担当課 発議 

結果報告 

調整 

専門的助言 

専門的助言 

結果通知 

委員会設置 

審査依頼 

検討依頼 

相談 
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ＰＦＩ導入検討委員会について 

● 構成 

 委員長：財務部次長（ＰＦＩ事務担当の次長） 

 委 員：政策課長、行政課長、契約課長、財政課長、資産経営課長、

都市計画課長、公共建築課長、事業担当課長 

● 所掌事項 

① 個別事業におけるＰＦＩ導入可能性調査を行うかどうかの検討 

② ＶＦＭ等の調査結果に基づきＰＦＩ事業導入の検討 

③ その他ＰＦＩ事業の推進に関すること 

● 事務局 

財務部財政課（ＰＦＩ事務局） 

 

（４） 幹部会議 

   幹部会議は、ＰＦＩの導入や実施に関して市としての方針を決定します。 

   事業担当課からの発議により、ＰＦＩ導入検討委員会の検討結果をもとにＰＦＩ

導入可能性調査の適否及びＰＦＩ導入の方針を決定するほか、ＰＦＩ事業の各段階

において重要な判断が求められる場合には幹部会議の審議に付し、決定を行います。 

 

（５） ＰＦＩ事業審査委員会 

   実施方針の策定、特定事業の選定、事業者募集書類（公募書類）の作成、事業者

選定等の各プロセスにおける公平性、客観性、透明性を確保することを目的として、

個別事業の分野・特性を踏まえ、事業担当課が事業ごとに関係部長及び外部委員で

構成するＰＦＩ事業審査委員会を設置します。この委員会は、「実施方針の策定及

び公表」から、「特定事業の評価・選定、公表」、「民間事業者の募集、評価・選定、

公表」の各段階において開催されます。 

   なお、委員会を構成する外部委員は、総合評価一般競争入札を実施する場合に意

見聴取が義務付けられている２名以上の学識経験者を兼ねるものとします。（地方

自治法施行令第１６７条の１０の２、地方自治法施行規則第１２条の４） 

 

ＰＦＩ事業審査委員会について 

● 構成                 ※メンバーは例示 

 委 員 長：外部有識者 

 副委員長：外部有識者 

 委  員：外部有識者、副市長（一宮市副市長の事務分担等を定める

規則第６条の規定により選任した者）、総合政策部長、 

総務部長、財務部長、建築部長 



 - 18 - 

● 所掌事項 

① 実施方針に関すること 

② 特定事業の選定・評価に関すること 

③ 公募書類に関すること 

④ 審査方法、審査基準に関すること 

⑤ ＰＦＩ事業者選定に関すること 

⑥ その他審査に関すること 

● 事務局 

 事業担当課 

 

（６） 外部アドバイザー 

   アドバイザーの業務としては、次の事項があげられます。 

   なお、アドバイザーの業務は、基本的にはアドバイスにとどまり、すべての意思決

定は「市」が行います。 

アドバイザーの主な業務内容 

● 事業の範囲、事業方式の検討  ● 市場調査 

● 事業化シミュレーション調査  ● ＶＦＭ評価 

● 総合評価           ● 実施方針の作成支援 

● 特定事業の選定に関する支援  ● 公募種類の検討と案の作成支援 

● ＰＦＩ事業審査委員会の運営支援 

● 提案書の評価・審査の支援   ● 民間事業者選定のための支援 

● 事業権契約書案の内容と作成支援 

 アドバイザーの選定にあたっては、金融、法務、技術の分野における専門的な知識

や能力だけでなく、ＰＦＩで実施する事業分野に関する一般的な知識、事業を判断す

る能力や経験、民間事業者や金融機関の考え方等が十分にあるかどうか等といった点

にも留意する必要があります。 

   選定の方法は公募型プロポーザル方式により選定します。 

   ただし、導入可能性調査を実施したアドバイザーと契約する場合には、継続してア

ドバイザリー契約する理由を明確にし、ＰＦＩ導入検討委員会の了承を得て、随意契

約の手続きをするものとします。 

 

アドバイザーの主な選定基準 

    ● 調査の実施方針        ● 課題に対する認識 

    ● 担当者個人の能力及び経験   ● アドバイザーの支援体制 

    ● 利益相反の有無        ● 調査手法 

    ● ＰＦＩ類似案件の経験     ● アドバイザーの外部的な評価 

    ● アドバイザー(組織として)の能力及び経験 
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【参 考】 

地方自治法施行令第１６７条の１０の２ 

 ４ 普通地方公共団体の長は、落札者決定基準を定めようとするときは、総務省令で

定めるところにより、あらかじめ、学識経験を有する者（次項において「学識経験

者」という。）の意見を聴かなければならない。 

 ５ 普通地方公共団体の長は、前項の規定による意見の聴取において、併せて、当該

落札者決定基準に基づいて落札者を決定しようとするときに改めて意見を聴く必

要があるかどうかについて意見を聴くものとし、改めて意見を聴く必要があるとの

意見が述べられた場合には、当該落札者を決定しようとするときに、あらかじめ、

学識経験者の意見を聴かなければならない。 

地方自治法施行規則第１２条の４ 

 第１２条の４ 普通地方公共団体の長は、地方自治法施行令第１６７条の１０の２第

４項及び第５項 （これらの規定を同令第１６７条の１３ において準用する場合を

含む。）の規定により学識経験者の意見を聴くときは、２人以上の学識経験者の意

見を聴かなければならない。 
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第３章 ＰＦＩ実施手順 

１． 事業の発案【ステップ１】 

事業の発案は、大きく「事業担当課からの発案」と「民間事業者からの発案」に分ける

ことができます。 

これらの発案に対しては、「簡易評価」を行いＰＦＩ事業としての適性を検討し、アドバ

イザーを活用した導入可能性調査を行うかどうかを判断します。 

 

（１）簡易評価について 

  簡易評価としては、次の定性評価と定量評価を行うものとします。 

  ア 定性評価 

   定性評価は、次のＰＦＩ導入検討の留意点において当該事業に該当するかチェック

を行い、この結果をＰＦＩ検討調書（様式１）としてとりまとめます。 

ＰＦＩ導入検討の留意点 

● 民間事業者の創意工夫の発揮が可能な事業であること。 

● 運営や維持管理の比重が大きい事業であること。 

● 安定したサービス需要が見込まれる事業であること。 

● 業績が明確に算定できる事業であること。 

● 適切な事業規模で制度的な制約がないこと。 

    

 イ 定量評価 

  ここでは、簡易的な手法による「ＶＦＭ評価」（国土交通省所管事業を対象としたＶ

ＦＭ簡易シミュレーションを参照）及び「キャッシュ・フロー分析」を行います。こ

れらの評価・分析により、市の財政負担削減効果とＰＦＩ事業の収益性の有無等を確

認します。 

 

（２）事業担当課からの事業の発案 

事業担当課は、実施すべき公共事業の事業手法について、簡易評価によりＰＦＩと従来

型の手法を比較検討した結果、導入効果が見込まれる事業について、ＰＦＩ検討調書、Ｐ

ＦＩ活用評価書（様式２）等を作成し、ＰＦＩ導入検討委員会に検討依頼します。 

 

（３）民間事業者からの事業の発案 

ＰＦＩ事業は、ＰＦＩ法により民間事業者からの発案が認められているのがひとつの

特徴であることから、市のＰＦＩに対する取り組みにおいても、民間事業者から各種の

発案があり得ることを認識しておく必要があります。さらに、ＰＦＩ事業の推進にあた

り、民間事業者が行うことが適切な事業においては、できる限りその実施を民間事業者

にゆだねるという原則を踏まえて、民間事業者からの有益な発案については、次の手続
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きで進めます。 

ア 民間事業者の発案にかかる受付は、各事業担当課で行います。 

イ 民間事業者からの発案は、事業担当課において事業計画として検討できるレベ

ルのものを対象とし、事業担当課は、市の事業計画との整合性や公共事業として

の妥当性、必要性、緊急性等の観点から、市が実施すべきかを検討し、実施する

こととした場合にＰＦＩの適性を検討します。 

ウ ＰＦＩ事業として実施することが適当と判断された発案については、事業担当

課からの発案と同様の手続きで進めます。 

エ 検討結果については、事業担当課が発案を行った民間事業者へ通知するととも

に公表します。 

オ 公表にあたっては、発案を行った民間事業者の独自のノウハウ等について、民

間事業者の希望により公表の対象外とするなど十分な配慮をします。 

 

（４）導入可能性調査実施の検討 

  ＰＦＩ導入検討委員会では、事業担当課からの検討資料に基づいて導入可能性調査の

実施について検討します。検討の結果は、意見書を付けて事業担当課に通知します。   

  また、ＰＦＩ導入が見込めないと判断された事業については、事業担当課は従来型を

含めたその他の手法について検討します。 

 

（５）幹部会議の開催 

  事業担当課からの発議により、ＰＦＩ導入検討委員会の検討結果を踏まえ、ＰＦＩ導

入可能性調査の手続きを進めることについて、市の決定を行います。 

 

（６）導入可能性調査 

  ＰＦＩ導入可能性調査の実施を決定した事業については、事業担当課がアドバイザー

委託費等を予算化し、アドバイザー（シンクタンク系のコンサルタント等）を選定しま

す。 

  ＰＦＩ導入可能性調査の実施にあたっては、アドバイザーとの作業を効率的に行うた

めに、事業担当課は、事前に次のような事項等について整理しておく必要があります。 

   ● 事業内容の整理 

    対象となる事業の内容、必要となる施設の内容等を整理するとともに、必要があ

れば、関連業界の現状や動向、課題等についても整理します。 

 

   ● 事業条件の整理 

    ＰＦＩ導入にあたり、事業の条件を列挙し整理します。 

 

   ● 法的制約の整理 
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    事業の実施に関して制約を受けると思われる法制度をリストアップし整理します。 

 

   ● 補助制度の整理 

    補助金や公的融資、税制優遇等の公的支援について想定されるもの及び適用可能

と考えられるものについて整理します。 

 

（７）ＰＦＩ導入事業の決定 

事業担当課は、ＰＦＩ導入可能性調査の結果を速やかにＰＦＩ事務局に提出し、ＰＦ

Ｉ事務局はＰＦＩ導入検討委員会の開催により、ＶＦＭが見込まれることを確認し導入

の決定を行います。 

 これに基づき事業担当課は、幹部会議においてＰＦＩ事業として実施することについ

て市の最終決定を受けます。 
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 ＰＦＩ事業実施プロセスの簡易化について  

 

  ＰＦＩ事業実施プロセスにおいては、客観性・透明性確保の観点から各種手続を経る

ことが求められていますが、このことが事務負担の増加や手続期間の長期化の要因とな

り、ＰＦＩ事業を導入する上での課題となっているとの指摘があります。このような現

状を受け、内閣府及び総務省は、ＰＦＩ事業導入促進のため手続簡易化の方針を示しま

した（※）。当市においても、手続の簡易化に積極的に取り組むこととし、ＰＦＩ検討委

員会における検討内容にこれを含めるものとします。 

以下に、主としてサービス購入型を対象とした簡易化方法を例示します。 

 

① 基本構想・基本計画段階における事業手法等検討調査の一括実施 

施設整備の基本構想・基本計画の策定を業務委託する際には、ＰＦＩ等の事業手

法の検討に関する業務も委託内容に含め、その中で簡易評価・詳細評価（導入可

能性調査）を実施する。 

② 効率的なタイミング・方法によるＶＦＭの算出 

手続の段階に応じて、過去の同種事例の実績から算出した簡易的なＶＦＭを用い

るなど効率的な方法でＶＦＭを算出する。特にＰＦＩ導入検討段階においては簡

易評価・詳細評価の一部または全部を省略して導入決定することも可能とする。 

③ 実施方針公表後の質問回答の省略 

実施方針公表前の調査や同種事業の前例を踏まえた実施方針を策定し、民間事業

者が必要とする情報を効率的に提供することで、質問回答を省略し、意見の受付

のみとする。 

④ 特定事業の選定と民間事業者の募集開始（入札公告）の同時実施 

 債務負担行為の設定時期と民間事業者の募集開始時期との整合性を図ったうえ

で、可能な場合は、特定事業の選定と民間事業者の募集を同時に行う。 

⑤ 審査委員会の効率的な開催 

事業の内容等に応じて、審査委員会における審議事項を民間事業者の選定に関す

ることに絞り込むなど、開催回数を最小限にとどめる。 

 

 

 ※【参 考】 

・内閣府「地方公共団体向けサービス購入型ＰＦＩ事業実施手続簡易化マニュアル 

（平成 26年 6月）」 

・内閣府・総務省通知（平成 27 年 12 月 17日付府政経シ第 886 号総行地第 154 号） 

    （上記の資料の一部は、本ガイドラインの巻末資料として掲載しています。） 
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２． 実施方針の策定及び公表【ステップ２】 

（１）ＰＦＩ事業審査委員会の発足 

  事業担当課は、ＰＦＩ事業を実施するにあたって、その実施過程における手続きの公

平性や透明性等の確保を図るため、ＰＦＩ事業ごとにＰＦＩ事業審査委員会を設置しま

す。 

   

（２）実施方針の策定 

   事業担当課は、アドバイザーとともに実施方針案を作成し、ＰＦＩ事業審査委員会の

意見を踏まえて実施方針を策定します。 

  実施方針は、民間事業者がＰＦＩ事業に参加する意思を決定するための最初の情報で、

募集予告と位置づけることができます。そのため実施方針を策定するにあたっては、民

間事業者が十分な検討ができるよう、事業内容をできる限り具体的に記載するとともに、

民間事業者の意見を聞き入れる余地を残した内容にすることに留意する必要があります。 

  また、実施方針は、公表当初において相当程度の具体的内容を備えたうえで、事業内

容の検討の進行等に伴い、順次詳細化して補完することが可能です。この場合は、変更

された実施方針は速やかに公表します。 

 なお、実施方針にはＰＦＩ法第５条２項により、以下の内容を具体的に定めることと

なっています。 

実施方針に記載すべき事項 

● 特定事業(ＰＦＩ事業)の選定に関する事項 

● 民間事業者の募集及び選定基準に関する事項 

● 民間事業者の責任の明確化など、事業の適性かつ確実な実施の確

保に関する事項 

● 公共施設等の立地、規模及び配置に関する事項 

● 事業契約（選定事業（公共施設等運営事業を除く。）を実施するた

め公共施設等の管理者等及び選定事業者が締結する契約をいう。）

の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項 

● 事業の継続が困難になった場合における措置に関する事項 

● 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する

事項 

● その他の特定事業の実施に関し必要な事項 

 

（３）実施方針の公表及び説明会の開催 

  実施方針をできる限り早い段階にプレス発表や広報、ウェブサイト等を通じて幅広

く公表します。また、必要に応じて民間事業者の関心の度合いを把握するために、実

施方針に係る説明会を開催します。 
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（４）実施方針策定・公表の留意事項 

  実施方針策定・公表の留意事項としては、次の事項があげられます。 

   ア 特定事業の事業内容、民間事業者の選定方法、必要な許認可、補助、融資、

選定事業者が行う事業範囲など、民間事業者が参入するかどうかの検討に必要

な事項についてなるべく具体的に記載することが必要です。 

   イ 環境対策など、施設建設段階において対応が必要な施策については、具体的

に記載することが必要です。 

   ウ 公共施設等の管理者などの関与、リスク分担などのついての考え方をできる

限り具体的に明らかにします。 

    エ 実施方針を公表するにあたっては、関係住民に対する周知、また民間事業者

に対する準備期間の提供という観点から、次の手続きに進むまでに適切な期間

が持てるようにスケジュールを設定することが求められます。 

    オ 実施方針の公表後、民間事業者からの意見を受け付け、必要に応じ、特定事

業者の選定、民間事業者の募集に反映させていきます。 
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３． 特定事業の評価・選定、公表【ステップ３】 

（１）特定事業の評価・選定 

  実施方針に基づき、ＰＦＩ導入可能性を勘案したうえで、ＰＦＩ事業として実施する

ことが適切であると判断した場合、ＰＦＩ法第７条に基づく特定事業として選定するこ

とになります。 

  ＰＦＩ事業として選定するのは、民間事業者に委ねることにより、公共サービスが同

一水準にある場合において事業期間全体を通じた公的財政負担の縮減が期待できるケー

ス、または、公的財政負担が同一の水準にある場合において公共サービスの水準の向上

が期待できるケースです。 

  その場合、財政上の支援に係る支出、民間事業者からの税収その他の収入などが現実

に見込まれる場合においてこれらを差し引くなど適切な調整を行うこと、また、民間事

業者に移転されるリスクをできる限り合理的な方法で勘案することに留意したうえで、

公的財政負担の総額を算出し、これを「現在価値」に換算してＶＦＭを計算します。 

  ＰＦＩのように長期的な事業について将来の収支の適正な比較を行うためには、この

ような視点に立って、事業の収支計画に基づいて将来の収支を現在の価値に換算するこ

とが必要です。 

  なお、公共サービスの水準の評価は、できる限り定量的に行うことが望まれますが、

定量化が困難なものを評価する場合においては、客観性を確保したうえで定性的な評価

を行うようにします。 

 

（２）選定結果の公表 

  特定事業の選定を行ったときは、その判断の結果を評価の内容とあわせ、速やかに公

表します。なお、特定事業の選定を行わない場合（ＰＦＩ事業として実施することを断

念する場合）も、理由を付して公表します。 

  公表の方法は、実施方針の場合と同様ですが、次の点に留意する必要があります。 

   ア 民間事業者の選定、その他公共施設等の整備等の実施への影響に配慮する。 

   イ 公的財政負担の見込額については、原則として公表する。ただし、公表するこ

とにより、その後の入札等において正当な競争を阻害する恐れがある場合等は、

縮減の額または割合の見込みのみを示すこととします。 
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４． 民間事業者の募集、評価・選定、公表【ステップ４】 

（１）事業者募集・選定の考え方 

   ＰＦＩ事業における事業者選定の方法としては、通常、「総合評価一般競争入札」と

「公募型プロポーザル方式」の２つがあります。前者は、地方自治法第２３４条にお

ける競争入札、後者は随意契約に該当します。これらの方法にはそれぞれ特色があり、

事業規模及び内容等を総合的に勘案することにより、どちらの方法を採用するか検討

する必要があります。 

   いずれの方法を採用した場合でも、できる限り透明性、客観性、公平性の確保に努

める必要があります。 

   先行事例を見ていると、公募型プロポーザル方式を採用している事業の方がやや多

いのが現状です。これは、総合評価一般競争入札の場合には、入札公告時に提示した

条件の変更や応札者との交渉ができないため、民間のアイデアや優れた提案を生かす

ことができないこと、また、ＰＦＩは性能発注に基づき事業のライフサイクルにわた

る提案を評価し、さらにリスクの最適配分をも実現しようとするなど複雑な仕組みで

あり、交渉や条件変更が途中でできない一般競争入札方式では、実務上無理がある等

といったことが理由としてあげられます。 

○総合評価一般競争入札 

  地方自治法施行令第１６７条の１０の２に規定された契約方法で、予定価格の

制限の範囲内において、価格だけでなくその他の条件（サービスの水準、リスク

への対応方法、技術的能力や安全性等）もあわせて、最も評価点の高い事業提案

をした者を落札者とする方法です。なお、総合評価一般競争入札を行う場合には

２名以上の学識経験者の意見を聴かなければなりません。 

 

○公募型プロポーザル方式 

  地方自治法施行令第１６７条の２第１項各号に該当する場合は、公募型プロポ

ーザル方式による随意契約が可能です。 

  公募型プロポーザル方式は、「公共事業の入札・契約手続きの改善に関する行動

計画（平成６年１月１８日閣議了解）」に示されている調達方式で、「建設工事の

設計・コンサルティングの調達において提案書の提出を求め、最も優れた提案書

を提出したものを特定するもの」であり、随意契約の予備手続きに位置づけられ

ます。公募により提案を募集し、あらかじめ示された評価基準に従って優先順位

を決めた後、最優先順位の者と契約を締結する方式であり、交渉や契約条件の変

更を柔軟にできるメリットがあります。 

 

   総合評価一般競争入札と公募型プロポーザル方式の特色を比較し、まとめると次の

とおりとなります。 
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項  目 総合評価一般競争入札 公募型プロポーザル方式 

契約書案の作成 ○ 入札前の提示が可能 

× 入札前に数か月の作成期間

が必要となる。 

○ 公募前に「条件規定書」とい

う形で骨格を提示する。契約書

案と比べて粗いものでも可能。 

事業者の選定 ◆ 審査基準にもよるが、最終的

には公募型プロポーザル方式

と比べ価格に対する比重が大

きい。 

◆ 価格抜きで審査基準を設定

することはできない。 

◆ 審査基準にもよるが、価格に

かかわらず、最も優れた内容の

提案を採用することが可能。 

◆ 総合評価一般競争入札に比

べて自由度が高い。 

契約交渉 ○ 基本的には不可であり、詳細

部分の調整のみ。 

× 数か月の期間が必要であり、

契約交渉が整わない可能性も

残される。 

契約内容の変更 × 事業者選定後には、基本的に

契約書の内容は変更できない。 

○ 基本的には条件規定書に従

うが、事業者の提案に応じて契

約内容を決めるため、弾力性が

ある。 

契約が締結に至

らない場合 

× 再入札が必要とされる(ただ

し、会計法令に従い随意契約が

可能になる場合もある。)。 

○ 優先交渉権者との交渉が決

裂した場合、当初の取り決めに

従い、次順位者と交渉する。 

適していると思

われる案件 

◆ 事業者の提案に係る部分が

少なく、公共側の求める事業の

内容、サービス水準等が明確な

案件。 

◆ 事業者の提案に係る部分が

多く、公共側で条件規定書の詳

細を決定できない案件。 

その他 ◆ 落札者決定の際、２名以上の

学識経験者の意見を聴く必要

がある。 

 

○：メリット ×：デメリット ◆：その他 

 

（２）債務負担行為の設定 

  長期間の契約となるＰＦＩ事業の場合、事業担当課は地方自治法第２１４条の規定に

基づき、将来の支払額について債務負担行為を設定しておかなければ、契約を締結する

ことができません。 

  総合評価一般競争入札を採用する場合は、入札公告前までに債務負担行為を設定する

ことが必要です。一方、公募型プロポーザル方式では、優先交渉権者との随意契約とな

ることから、選定までの評価プロセスは支出負担行為に該当しないため、仮契約時点ま

でに設定しておけばよいことになります。 
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また債務負担行為の設定額は、施設の建設取得費のみではなく、維持管理・運営に関

する費用を含んだ、事業全体に係る事業費の総額となることに留意する必要があります。 

 

（３）起債制限比率との関係 

  平成１２年３月２９日付け自治事務次官通知「地方公共団体におけるＰＦＩ事業につ

いて」（自治画第６７号、平成１７年１０月３日総行地１２２号により一部改正）では、

ＰＦＩ事業における債務負担行為に係る支出のうち、施設整備費や用地取得費に相当す

るもの等公債費に準ずるものを起債制限比率の対象としていることに留意する必要があ

ります。 

 

（４）民間事業者の募集 

  事業担当課は、入札説明書（公募型プロポーザル方式の場合は募集要項）、要求水準書、

事業権契約書案、落札者決定基準（公募型プロポーザル方式の場合は、優先交渉権者決

定基準）を告示・公表します。また、事業担当課は、民間事業者に対して入札説明書（募

集要項）等に関する説明会を必要に応じて開催します。質問・回答については全て書面

で行い、内容は公表します。 

 

（５）民間事業者からの提出書類の受付 

  事業担当課は、民間事業者から入札説明書（募集要項）に定めた提案書類を受け付け

ます。 

 

（６）事業者の選定 

  事業担当課は、民間事業者からの提出書類を取りまとめ、ＰＦＩ事業者の選定をＰＦ

Ｉ事業審査委員会に依頼します。 

  ＰＦＩ事業審査委員会は、公表した落札者決定基準（優先交渉権者決定基準）に基づ

き、最優秀提案者の選定を行い事業担当課に報告します。事業担当課は、これを受けて

落札者（優先交渉権者）を市長の決裁を得て決定します。 

  審査は、事業内容や応募する民間事業者の負担を考慮し、二段階で行うことも検討し

ます。 

 

（７）選定結果の公表 

  事業者選定結果は、速やかに公表するものとします。あわせて、事業者選定過程の透

明性を確保するために、必要な資料を公表することとします。ただし、公表することに

より、民間事業者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する恐れのある事項は除

きます。 
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（８）特定事業の選定の取り消し 

  応募者がなかった等の理由によりＰＦＩ事業として実施することが適当でないと判断

した場合には、特定事業の選定を取り消します。その場合、事業担当課は、その理由を

所要の資料とあわせて速やかに公表します。 

  また、事業担当課はアドバイザーとともに、応募がなかった理由を調査したうえで事

業を再検討します。 
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５． 契約等の締結等【ステップ５】 

 事業権契約書には、契約当事者双方の権利義務、リスク分担、事業継続困難時の措置

等について具体的にかつ明確に規定します。 

事業担当課は、アドバイザーや関係部課の協力を得ながらＰＦＩ事業者と交渉し、契約

書等をとりまとめます。 

（１） 基本協定の締結 

ＰＦＩ事業においては、一般的に落札者がＳＰＣ（特別目的会社）を設立することに

なりますが、ＳＰＣは落札者が決定した後に設立することが一般的であり、設立までに

一定の期間を要するため、ＰＦＩ事業においては基本協定を発注者と落札者が締結しま

す。具体的に定められる事項は、次のとおりです。 

● 落札者の事業提案の位置付け及び契約締結に係る責任の基本合意 

● 契約締結に係る努力規定 

● ＳＰＣの設立に関する事項 

● ＳＰＣへの出資者及び出資内容に関する事項 

● ＳＰＣ株式の譲渡制限に関する事項 

● 契約不成立時の責任に関する事項 

 

（２）契約交渉 

  ア 総合評価一般競争入札の場合 

   総合評価一般競争入札の場合には、基本的に、ＰＦＩ事業者は示された規約書案を

受け入れることを前提としているため、契約交渉の余地はないとされています。しか

し、ＰＦＩ事業者の提案に係る部分は当初の契約書案にはないため、この部分を付け

加える必要がありますが、当初の契約書案の条件や内容を変更するような事項を付け

加えることはできません。 

 

  イ 公募型プロポーザル方式の場合 

   公募型プロポーザル方式の場合は、ＰＦＩ事業者の提案を取り込んで条件規定書を

補完していく過程で、優先交渉権者との契約交渉が必要となります。ただし、条件規

定書で定めた基本的な事項については、選定されなかった他の事業者との関係上、不

公平な取り扱いが生じる可能性があるため変更はできません。 

 

契約には、想定されるリスクについては全て、その分担や費用負担、賠償条件などを

明確に取り決めておく必要があります。また、事業に問題があった場合の措置、特に介

入権（行政が、事業権をＳＰＣから引き上げ、自ら事業を行う権利）の行使基準などを

明確に定めておく必要があります。 

公共サービスの水準を維持、向上させるためには、インセンティブ規定や罰則規定（要

求される水準を上回った場合の報償、下回った場合の罰金の付与などを定めた規定）な
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どが非常に重要であることから、十分検討する必要があります。 

モニタリング（サービス水準の監視）については、事業内容に応じてサービスに対す

る市民の評価が適切に反映される仕組みを構築する必要があります。 

また、第三者（民間監査機関、ＮＰＯ、市民団体など）の監査など客観的評価が可能

な方法をできる限り仕組みとして取り入れることが望まれます。 

 

（３）仮契約の締結、議会の議決 

 ＰＦＩ事業における契約金額のうち、維持管理・運営等に関する金額を除いた施設整

備費の元金相当額が１億 5,000 万円以上となる事業は、ＰＦＩ事業者との契約前に、Ｐ

ＦＩ事業契約議案を議会に提出し、議決を得なければなりません（ＰＦＩ法第１２条、

ＰＦＩ法施行令第３条）。 

 この場合は、入札等により事業者が決まった段階で、当該選定事業者と仮契約を締結

したうえで、議会に議案を提出します。 

 

（４）契約の締結、公表 

  事業担当課は、議会の議決後、ＰＦＩ事業者が組成したＳＰＣと、本市の手続きに従

い本契約を締結します。また、直接契約については金融機関との間で締結します。ＰＦ

Ｉ事業における契約書は、長期間にわたり提供されるサービスの内容、サービス対価の

支払い、様々なリスクに対する対応など、多くの事項を網羅しておく必要があるため、

アドバイザーも活用して慎重な検討を行うことが必要です。また、各項目については、

後で疑義が生じないよう、明確に記述していくことが必要です。 

 締結した契約の内容は、事業者の不利益となる部分を除いて、原則、遅滞なく公表し

ます。 

 

（５）ダイレクト・アグリーメント（直接契約） 

 本契約の締結と並行して、事業担当課は、金融機関とダイレクト・アグリーメントを

締結します。 

 ダイレクト・アグリーメントとは、市とＳＰＣに対する貸し手の金融機関との間で直

接結ばれる契約で、安定的に行政サービスを供給するために結ばれます。 

 市は、ＳＰＣの破綻時あるいは破綻の可能性が極めて高い場合でも即座に事業権契約

を解除することはせず、事前に金融機関と協議を行い、金融機関が事業に介入して修復

する機会を与えます。これにより、金融機関は、破綻した事業者に代わる新たな事業者

を探す等、事業の継続を図ることができます。市から金融機関に与えられるこの権利を

「ステップ・インライト(Step-in Right:介入権)」といいます。 
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６．事業の実施、事業の監視【ステップ６】 

  （１）事業段階におけるモニタリング方法 

  ＰＦＩ事業におけるモニタリングは事業担当課において、施設の建設及び施設の運営

双方の段階で適切に行われなくてはなりません。いずれの段階においても、事業者から

の報告による監視と事業担当課による監視を適切に組み合わせるとともに、契約書に必

要な規定をしておくことが必要になります。また、その監視した結果については、必要

に応じて市民等に公開します。 

    施設の建設段階におけるモニタリングは、工事監理などの専門知識が必要なことから、

必要に応じ建築部の協力を得て、あるいは設計・事業監理会社などへの委託により行う

必要があります。この段階では、契約書に基づいて適切な施設建設が行われていること

を確認します。また、建設の進捗が当初の予定通りであるかについても確認が必要です。 

    施設の運用段階におけるモニタリングは、当初想定されたサービスが適切に提供され

ているか、ＳＰＣが健全な財務状況で運営されているかを中心に監視を行います。また、

ＰＦＩ事業の業績や経営状況等は、ダイレクト・アグリーメントに基づき金融機関も監

視します。 

    事業担当課は、ＳＰＣの提供する公共サービスが計画された水準を下回っていると判

断したときは、公共施設の管理者として、契約に基づき、要望・指導・命令の対応を行

います。 

 

（２）事業実施期間中にリスクが顕在化した場合の対応 

  事業担当課は、事業期間中に顕在化したリスクについては、契約に則り速やかに対処

します。 

  また、契約に記載されていない想定外のリスクが顕在化した場合には、速やかにＳＰ

Ｃと協議（必要に応じて専門家による調査の実施）し、対応を検討することとなります。 
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７．事業の終了【ステップ７】 

  契約満了日が到来した場合、事業担当課は関係部課等の協力を得て事業の終了手続きを

進めます。 

  終了時の手続きについては、原状回復義務の有無や、契約延長の可否、所有権の移転の

方法等、あらかじめ事業権契約で取り決めた措置に従い行います。ただし、当初の契約段

階では予想できない状況や環境に変化の可能性が大きいといった事項に対応するために

も、契約満了日の前に、あらかじめ余裕を持って協議を行う必要があるものと考えられま

す。 

  また、事業終了後においては、今後のノウハウ蓄積のために、事業期間全般にわたる評

価を行い、幹部会議などに報告するものとします。 
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以下の添付資料はこの巻末資料では省略している
   別添２（PPP/PFIの推進に資する支援措置）
   別添３－１（人口20万人以上地方公共団体向けアンケート結果）
   別添３－２（地方公共団体向けアンケート結果）
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【参 考】 

ＰＦＩに関するリンク一覧 

 

  以下のウェブサイトで、ＰＦＩ等について様々な情報、資料が公開されています。 

 

① 内閣府ＰＰＰ／ＰＦＩ 

   内閣府民間資金等活用推進室（ＰＰＰ／ＰＦＩ推進室） 

   http://www8.cao.go.jp/pfi/ 

 

② ＰＰＰ（官民連携）／ＰＦＩ 

 国土交通省 

 http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/ 

 

③ 自治体ＰＰＰ／ＰＦＩ推進センター 

   一般財団法人 地域総合整備財団 

   http://pficenter.furusato-ppp.jp/ 

 

④ 日本ＰＦＩ・ＰＰＰ協会 

   特定非営利活動法人 日本ＰＦＩ・ＰＰＰ協会 

   http://www.pfikyokai.or.jp/  

 

⑤ ＰＦＩインフォメーション 

   株式会社 ＰＦＩネット 

   http://www.pfinet.jp/ 

 

⑥ 民間資金等活用事業推進機構 

 株式会社 民間資金等活用事業推進機構 

 http://www.pfipcj.co.jp 

 

⑦ 愛知県におけるＰＦＩについて 

 愛知県総務部総務課 

 http://www.pref.aichi.jp/soshiki/somubu-somu/0000082213.html 

愛知県ＰＦＩ導入ガイドライン 

http://www.pref.aichi.jp/uploaded/attachment/236917.pdf 
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